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研究成果の概要（和文）：第２次'1上界大戦後の約５０年間、日本は外需(貿易)がGDPや雇用の変
化に大きな役割を果たした。また、経済活動の瀧業連関の様子をみると、第３次産業の生産誘
発効采が大きくなっており、１－１本の今後の持続的発展のためのIlk進力となりうる。産業構造の
!|賦換と貿易の変化に」iLづき産業剛Ⅱ'膿コストをＡＩ二じさせるが、産堆|人}貿易の方が雌業間貿易にく
らべ綱整コストが小さいとのSAH仮説またはNDT(i仮説は日本では腋業ごとにだいぶ異なるとと
もに、比較優位(劣位)構造の変化のかが大きく作｣Ｉ]している。
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直峻経ｌｕｆ 間接経費 合ｉｉｌ

2008イ'1膣 1.700.000 510.000 ２２１０.ＯＯＵ

2009年度 200.000 60.000 260000

2010年度 500.00（ l５ｑＯＯＣ 650.000

年度

ｲﾄﾞ度

総計 Z４０ｑｏｏｃ 72ｑＯＯＣ ３．１２０００（

研究分野：i(上会科学

科'1)|:磯の分科・$''１１１：経済学・経済政策
キーワード：経済と'1情

1．研究開始当初の背景

１９９０年代に入り１１本経済は健全性を失って
いるとみられる。つまり、日本ではこの時期
にいわゆる「平成バブル」の崩壊後、経済は
1,1,打19発展の11ﾘ[道から外れ低迷し続けてい
る。数次に及ぶ大ｊＮＩ１ｲ政支援により１９９０年

代央には業況感が一旦は改善したものの、政

策支援が途切れると景気の底割れが生じた。
しかも、デフレが追い討ちをかけ、公的倹務
の墹火、及びlU,{.『進行により多くの産業部｢'１１
で企業業績が急速に悪化した。他方、高齢社
会となった1-1本では年金や1ﾀﾐ痕等の社会係

[l豊心腰経費 間接経費 合ｉｉｌ

2008ｲ'1度 1.700.000 510.000 221ｑ()()()

2009ｲ1三度 200,000 60.000 26ｑＯＯＯ

2010年度 50ｑｏｏｏ 1５００００ 65ｑ〔)0０

ｆｉ２度

ｲｌｉｌ唾

総計 2,400,000 72qOOO 3」2ｑＯＯＯ



の発展過程をⅢ]らかにすることにより、今後‘

持続的に発展IIJ能な日本経済の方向を模索
する必要性があると考えた。これが本研究の
Ⅱ的である。

隙に対する需要が蝋え続けている。しかし、

社会保障財源はジリ貧の状態であり、政府は
1M源確保に篝癒している。

このような状#,Lのもとで、企業もli1i賢者も社
会の先行きと自分たちの生活に大いに不安
を感じている。持続的に発展可能なＨ本の新
たな産業構造を築くことが1喫緊の課題とな
っている、

３．研究の方法

(1)上記の目的を達成するために採用した〃
法は、まず第２次世界大戦後の高度経済成長
を達成したエネルギッシュな１１本経済の活

ﾉJ源とその発肢過程を明らかにするために、
GDP、産業：榊造、雇用構造、接続産業連関表、
貿易統計我が国企業の海外事業活動などの
統計資料を内|馴付、経済産業省、厚生労働街
等から集め、産業構造分.折をした。

２．ｲﾘﾄ先の目的
ｌｌｌ上記の「ｌ研究|淵始当初の背紫」で記し
たとおり、本研究は持続的に発展可能な日本

の産業構造の職築がどのようなコンセプト
でどのように築きどのように進めたらよい
かを明らかにすることを目的とする。 (2)ロ本の|:凌統｣謄業連関表を利)ＩＬて最終部

'''1別の生産誘発額を産業別に比'陵し、投入ﾉ>ド
出分析手法を川いて生産波及効果を産業
別・最終部門別に比較した。

(2)過去２０年来、１１本は景気低迷が続きデフ
レ状態にある。民間部門における本格的な蕊
気阿復が見られないもとで大型１１ｲ政支援を
続けた結果､201［年度の当初歳入下算では国
炊の11;１１合が税収を大きく上呵り、llil偵発行残
闘は９００兆円にもｋる。‐刻もIILく財政健全
化に向けて進み始める必要がある。しかし、
2011年３月の東11本大震災による復旧・復興
のために莫大な登金が必要である。福島原子
〃発電所の事故はl11il題解決をさらに遅らせ
雌渋liFllliEなものにしている。

'31産業構造変化には輪Ⅱ|の′け積誘発効果が
雌も大きいことから、産業分緬雄準が共通な
1998年から２０()8年までの１０ｲ|墹の貿易統計
データによりⅡ本の輸出人柵造との関係を
調べた。この分析は、産業柵造変化に伴う調
纏(犠牲)コストを産業内貿易と産業間貿易
とに分けて、それぞれ産業別に推計し、両者
の樅計結果を雌業ごとに比'陵した。

(３１２００８年９月に起きたリーマン・ショック

に端を発した金融不安に対処するために採
ったI1Ll二界の主要[lilの対応は対照的である。問
題の当事国であるアメリカは、大IlViな財政出
動とともに紙くず同然の住宅ローン１日保証
券や米国債の買い上げにドルを三倍以上も
蝋やした。実質的にドルにリンクさせている
｢ＩｊｌＩ１も元高を避けるためにアメリカと同様
にマネーサプライ(元)を大幅に増やした。こ
〕hらの国々と対116的なのは日本である。物ｌ１１ｉ
の冊人を自負する1-1本銀行は１１１の供給蝋を
わずかに絞った。その結果、為替レートはド
ル安・円高に杣TlZをかけた。同IMFに、１９９０年
代以降Ｈ本が多額の国‘債を発行し続けてい
るため、世界の投機筋は円買いを加速させた．
I[],Wi傾向が続くことは日本のIliilill1にダメー

ジを与えた。緯lJIlはウォン安を絶好の好機と
して自動車、電子製品、さらには原子力発電
関連製品等各種の工業品の海外１１i場での販
売シェアを‐気に拡大させた。

’１本はこれらの多くの複雑なllIl題を解決
し持続的に発展するために'五１１人Iにおいて意
思統一すべきであるとともに、’１本を取り巻
くlR11磯環境に適切に対処する必煙がある．

４．．研究成果

(1)Ｈ本の国内総生産(2000年基準の実質
GDP)を1955-2007年の約半111:紀(52年間)につ
いてみると､52.2兆円から558.2兆円へlq7
Iifj瀞、年率４．６％増となった。この間、
1955-1975年の伸びが４．３倍蝋と大きく、他
方l995-2000fliの５年間はマイナスＬ］%と減
少した。産業柵造もこの12世紀の間に大きく
変わった。第１次産業が全産業に['7める割合
は［9.9%からＬ4%へ大きく後退した。第２次
産業は34.9%から1970年には445%と拡大し
た後、減少し、２００７年は27.2%となった。こ
れらの産業とは対照的に、第３次産業は
４８．７%から73.7%へとサービス化の進展が見
て取れる。

この結果、２００７年の瀧業)[Illﾙi1mWf造は第１
次産業が５０%、第２次産業25.91M，第３次産
業６９１%と、鯛３次産業における雇用が約７
割に達した。

(2)1970-2007年の３７年間の''２産性の推移を

雁業別にみると、第１次産雅は減少傾向にあ
い第２次雄梁の鉱業、製造業、および建設

業はともに減少傾向にあるが、鉱業と製造業
は２００７年時点では全産業の､F均水準を維持
している。製造業を蒋f詳しくみると、

1980-2007年の27年間に生産ｌＩｖＩ;が上昇した業
lWiは、繊維、化学、一般機械、蝋気機械、’liili

(4)その対策のひとつとして、第２次世界大
戦後の高度緑済成長を達成したエネルギッ
シュなロ水経済の特徴を見直し、１，１１力源とそ



鉄鋼、一般機械など，雛３次産業は卸光雄、
その他の非製造業などである。これらの瀧堆
は'１本企業の経営査源が海外において'１！内
以上に有効に用いられているわけだから、持
続的発展可能な今後の１１本の産業構造柵築
にとっての１つのｲj効なヒントを示してい
る。

送用機械、$'i密機械である。これらの業種は
加工組立ﾉMの腱種が多い。’'1時に、２００７年現
在、生産１１:のレベルが大きい業祇を挙げると
石油・行炭製品､電気機械、化学、一次金属、
輸送機械である。これらの業種のうち、化学
はこの観察期間中に生産性をIWiめている。第
３次産業は金融・保険業、政府サービスとに産
者、および対家計民間J'三営利サービス化産者
がそれぞれ'上腿性を高めたが、その他の産業
部|｣[｣の生澗''二は減少した。２００７ｲ｢i現在、生産
性のレベルが大きい業種を挙げると、不動産
業、電気・ガス・水道業、金融・保険、政府
サービス'|畠産者などである。これらの業種の
うちこの観察期間に生産性を持続的に高め
たのは金剛・保険と政府サービス生産者であ
る厨

(5)Balassa（1966)のSAH仮説、およびDixon
andMe】loｎ（1997)のNDTＧ仮説は産業内貿易
の〃が産業間貿易にくらべ産業調整コスト
がかからないという。この仮説を日本に関し
て検証することができれば、貿易が経済発展
にとって大きな役割を細っている日本の持
続的発鵬可能な産業榊造の構築に役立つと
､隊えられる。

(6)1998-2008年のjl11llllHS2桁と同３桁の魔
堆分類にそれぞれ｣!LづくＨ本の輸出入のデ
ータを用いてAzha「andElIioI（（2003)が開
発した「産業調整空１１１１」の概念によるilM終コ
ストを計測した。
分析結果はこの''１１の日本の産業間貿易に

よるAl鍵コスト(Ｓインデックス)の大きさが
マイナス０１３２であった。これに対して雌災

内貿易による調終コストは産業間でばらつ
きがみられる。調耀コストがプラスとマイナ
スとで、あるいはそのインデックス値の大小
で‐興した法則性または傾向は定かとはい
えないが、一定の経験jlllがみえてくる。つま
り、マイナスは動'１ｔ物や食料、人造繊維など
の繊維・衣服、傘・つえなど、またはＢｉ〔ｲiｲ料
の素材などに直接的に関連する業種に多く
存「I冒する。しかし、||楴卜部品、楽器・部''１A、
玩具・遊戯用具、黒板・スタンプ等といった
加工品もマイナス業藏となっている。他〃、
プラス業種には魚・111殻類、動物性生滝品な
どの素材生産砧にﾉIⅡ]え、アルコール・食Iii「、
パルプ・板紙や綿などの軽工業品が含まれる
と共に、原子炉。ボイラー、鉄道、航蜜磯、

llM1IW1などの加工組み}fて製品が多く含まれ
る。

プラス業種の性質は‐方でアルコール・食
酢などは醸造技術を利用する日本古来の製
法に関わる製品や、多くの加工組み立て製品
が１１本の比較優位産業であることから、イン
デックスのプラス・マイナスの分水嶺はIRI際
分業１mでの比校優位をｲ丁するか否かが火き
く作用していると考えられる。

(31成長し発展すると見込まれる産業をみる
ために、1995-2005年の期Ｉ１ｌ１について接続産
業連関表を用い、最終需要による生産誘発係
数を計測すると、製造業では化学製品、一般
機械、Ｉｌｌｉ報通信機器、電子部品、輸送機械、
精密機械が誘発係数･値をこのⅡ(|に高めてい
る。とくに'll1i報通信機器、錨ｒ部品、及び輸
送機械における変化が大きい。また、第３次
産業では分類不明を除けば、不動産、対個人
サービス、及び事務用品を除く他のすべての
業種で生産誘発係数に上外がみられる点が
注目される。とくに、上昇したレベルの大き
さをみると、,|癖'１通信、対事業所サービス、
及び医療・保健・社会保障・介繊で高いしベ
ルにある。

1995-2005年の期間について'k産誘発係数
の値を内滞と外需(輪}Ⅱ)に分けて産業部門
別にみると、外需の方が内需よりも大きい部

門は第２次産業には鉱業、及び１６業種巾１４
の製造業が、第３次産業では分類不明を除く
I」業繩'''５業種が存圧することが注目され
る。さらに、外需による誘発係数が大きい業
種を挙げると、製造業ではIliiii送魍機械が最も人
きく、鉄鋼、‐般機械、電子部品、化学製６Ａ
がつづく。鑓３次産業では、商業が最も高く、
運輸、対と腱業所サービスがつづく。

(4)産業柵造変化との関わりで|｜本企業(日
系企業)の海外始業活動をみると、国際収支
(フロー)ベースでは２００８イドに対外直接投資
がＬ３０８億ドルで、対前年比７８%fl4である。
一方、１１ﾘｲﾄﾞの対内直接投資は２｣5.5億ドル、
対|iii年比１０７％増である。額の'二では前者が
後者の５倍強である。

ロ系企業の1995-2008年度の期間につき生
産性を産業別にみると、上昇傾向にあるのが
第１次産業、第２次産業、似び第３次産業の
なかのその他の非製造業である。同時に、
2008年度における生産性レベルが大きな業
種は第２次潅業では鉱業､及び製造業の化学、

(7)1995-2005年の|Ｍ１において輸出と輸入が
[１本の'１２庫活動をどのように、どの程度誘発

したかを輪Ⅱlと輸入の生産誘発係数の変化
を「Ｉ１ｉｉＭＩ入効果」として産業別にみてみよう。
節１次産業はマイナス、ｊＷｊ２次産業は製造紫
１６業種すべてがマイナス、建設業だけがプラ
スである。第３次産漿は分類不明を除く］」



業穂中，プラスは９業種でマイナスが５業種
で、プラスの効果を及ぼす業種の方がかなり
多いことが注目される。プラスのレベルが大
きな業種を挙げると、商業、不動雁、対個人
サービス、医療・Ｉ力Ll1ik・ドヒ会保llllf、介護など
である｡

これらの業穂はiii狐であるいは他の産業
と連携して海外事業展開をすることにより
ll1外において新たなマーケットの開拓にも
｢'１能性がかなりあり、持続可能な今後の日本
の雌堆構造構築のⅡ=となりうるであろう。
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